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令和３年度 建設業協会中国ブロック協議会意見交換会

　10月28日（木）岡山市の岡山プラザホテルにおいて、令和３年度建設業協会中国ブ

ロック協議会意見交換会が開催されました。

　国土交通省から大澤不動産・建設経済局官房審議官、森戸大臣官房技術調査課長、西山

不動産・建設経済局建設市場整備課長、井上大臣官房技術調査課建設技術調整室長、中国

地方整備局から多田局長、美濃部副局長、西澤企画部長、諸岡建政部長、高木技術調整管

理官、中国地方各県土木部長他が出席されました。

　全建からは、奥村会長、山崎専務理事等並びに中国五県建設業協会の会長、副会長他が

一堂に会しました。

　会議は、中国ブロック協議会の荒木会長からの挨拶、来賓挨拶に引き続き、協議会から

の提案議題について意見交換を行いました。

開催地：岡山県
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令和３年度 中国ブロック協議会意見交換会
提案議題１

議　　　　　題
地域の安全・安心に資する建設関連予算の確保について

提　案　理　由

　自然災害が毎年発生し、その規模も年々激甚化・頻発化するなか、国民の命と暮らしを

守り、国民が安心して暮らせる地域をつくり上げていくためには、地域の最前線の地方公

共団体、特に市町村が、防災対策工事等建設事業に積極的に取り組む必要があります。

　こうした中、国土交通省は、１５兆円の国土強靱化５か年加速化対策に関する予算を年

度毎の予算に盛り込むこととされていますが、財政当局からは建設業界に施工余力がない

かのごときネガティブな意見をつけられており、令和４年以降の予算配分が不透明な状況

にあります。

　一方、内閣官房は国土強靭化地域計画の策定を令和３年度末までに全市区町村で完了す

るよう提示しており、国は、計画に明記された事業に補助金・交付金を重点的に配分する

こととしていますが、市町村の自主財源は非常に厳しい状況にあり、国土強靭化の予算を

執行することをためらう財政状況にあります。

　ついては、この国土強靭化地域計画の実施にあたって、市町村等に対する国庫補助率の

引き上げを財政当局に対して要望していただきたいと考えます。

　地方負担の軽減という意味で言えば、地方負担額全体に対して２０％の交付税措置のと

ころが、５０％となっているなど相当程度の対応をしていただいていることは充分承知し

ておりますが、国土強靭化をさらに一歩進める方策をぜひとも講じていただきたいと考え

ます。

　国土交通省は、今年度から岡山県において入札契約の適正化を図る取組である入札契約

改善推進事業を実施しておられます。このことにより、市町村等の入札制度の改善にも繋

がると考えておりますが、少しでも市町村等への助成率が上がれば、市町村等も建設工事

に積極的に取り組むことができ、入札の際の不調・不落対策にも資するのではないかと考

えます。

　そのためにも、こうした施策を実施し、令和４年以降の国土強靭化予算の満額活用をよ

ろしくお願いいたします。
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令和３年度 中国ブロック協議会意見交換会
提案議題２

議　　　　　題
ワンデーレスポンスの徹底について

提　案　理　由

　働き方改革を実現するために、週休二日制の推進や残業時間の年間３６０時間の厳守、

有給休暇の取得促進など様々な取り組みを行っています。これらをより確実に進めていく

ためには、工事の「ムリ、ムダ、ムラ」を排除する効率化が重要です。

　ワンデーレスポンスは、導入当初は適切に運用されていましたが、最近回答の遅れる現

場も見受けられるようになっています。工事に関する指示や回答の遅れは、ムリのある工

程、ムダな待ち時間、作業量のムラにつながり、現場管理費の増加を招くだけでなく、働

き方改革の障害となってしまいます。

　つきましては、改めてワンデーレスポンスの徹底をお願いします。

　また、概算発注の工事において指示が遅い現場があります。現場説明書等で指示をする

期限の示された内容については、事務所として進行管理をお願いします。
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令和３年度 中国ブロック協議会意見交換会
提案議題３

議　　　　　題
予定価格の適正な設定について

提　案　理　由

　令和元年、新・担い手３法の施行を受け、「品確法基本方針」や「発注関係事務の運用

に関する指針（運用指針）」が改正されました。運用指針においては、引き続き、「予定

価格の適正な設定」が必ず実施すべき事項の初項に位置付けられています。

　一方で現在の標準積算は、施工パッケージ型積算の導入などで効率化が進んでいます

が、他方で、多くの現場で実態と乖離する状況が生じ、特に地域の建設業が施工する小規

模工事においては、適正な利潤の確保が困難だという多くの声があります。そうした状況

を踏まえ、積算基準に適合しない工事においては、見積等による積算方式も導入いただい

ていますが、今一度「適正とは何か」、積算基準の考え方について総点検を行い、必要な

見直しをお願いします。

例えば、

　①積算基準の適合範囲は実態に即しているか。

　②積算の最も基礎となる労務単価については、毎年秋に１千万円以上の工事を対象に調

査し、翌年度単価が決定されていますが、その統計処理において平均値、最頻値、中

央値のいずれが採用されているのか、その考え方如何。

　③資材見積が必要な場合、徴取先が最寄りの地域取扱店なのか、あるいはメーカー直接

なのか、その考え方の是非。　　　等々

　また予定価格の設定に伴い、調査基準価格が算定されることとなりますが、小規模工事

の場合、大規模工事に比べ、共通仮設費や現場管理費、一般管理費などの諸経費の工事費

に占める割合が大きく、調査基準価格の算定式を一律適用すれば、結果的に主に地域の中

小企業が受注する工事規模においてその経費部分を圧迫することとなり、適正な営業利益

確保の観点からは逆進性があるように思いますので検証をお願いします。
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令和３年度 中国ブロック協議会意見交換会
提案議題４

議　　　　　題
円滑な工事の施工について

提　案　理　由

　今年も８月に活発な前線の影響で大雨が降り続き、全国各地で大きな被害が発生しまし

た。ここ数年の自然災害は頻発化、局地化、激甚化していることから、更なる国土強靭化

の推進は必要不可欠となっております。そうした「防災・減災、国土強靭化のための５か

年加速化対策」に基づく社会資本整備や災害復旧工事などに着実に対応するためには、円

滑な施工の確保が必要です。

　そのためには、令和元年６月に公布された新・担い手３法の趣旨を、全ての発注者にお

いて周知徹底を図り、災害時の緊急性に応じた随意契約・指名競争入札の活用、繰越手

続、債務負担行為の活用等による発注・施工時期の平準化や休日・準備期間・天候等を考

慮した適正な工期の設定等について確実に実施されるようお願いします。

　また、施工体制の確保に大変苦慮している中、工事の発注に際し、設計図書と現地状況

の乖離、用地の未解決、支障物の移転等の問題や概数発注により、直ちに施工できない状

況が多く発生しています。条件明示の徹底や現場条件が整ってから発注していただきます

ようお願いします。

　なお、中国地方整備局の一部の事務所では、工事着手前に契約内容に関する疑義、設計

と現地の相違、地元や関係機関との協議状況を確認する会議を開催していただいていま

す。設計思想や問題点等を共有できる貴重な機会となっており、円滑な施工のための「着

手前の会議」を積極的に実施していただきますようお願いします。
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令和３年度 中国ブロック協議会意見交換会
提案議題５

議　　　　　題
県内業者の受注機会の確保について

提　案　理　由

⑴　大規模工事における共同企業体の活用による県内業者の受注機会確保について

　　現在、トンネル工事等の大規模工事は経営力（経審１２００点以上）を有し、同種工

事の施工実績を有した業者の入札参加が可能となっています。

　　さらに、例えば、概ね５０億円以上のトンネル工事は、競争参加資格に単体企業、経

常建設共同企業体、そして特定建設工事共同企業体で入札に参加することが可能となっ

ています。

　　しかし、特定建設工事共同企業体の構成員も同種工事の施工実績（トンネル施工延長

の長い数値要件）が必要なため、県内企業が共同企業体の構成員として入札に参加する

ことが困難な状況です。

　　結果として、大規模工事は県外の大手業者が共同企業体を組むメリットも無く、単体

企業で落札しているのが現状です。

　　国の直轄事業は、事業費に県の直轄負担金が含まれていることや、県内業者の育成及

び更なる技術力の向上の観点からも、県内業者の受注機会の確保のため、競争参加資格

要件で「特定建設工事共同企業体での入札参加工事規模の引下げ」、「共同企業体構成

員の同種工事の施工実績数値要件の緩和」、総合評価項目で「県内業者との共同企業体

は加点」等の検討をお願いします。

⑵　Ｂ＋Ｃ工事の県内企業への受注機会の確保・拡大について

　　近年、県内業者は、例えばトンネルなどの施工実績も積み重ねており、Ｂ等級対象工

事においても、ほぼ施工可能な技術力を有しています。

　　しかし、最近のＢ＋Ｃ等級の工事発注ではＢランク業者と同等の総合評価項目での競

争をすることとなることから、県内Ｃランクの受注が困難となっています。

　　ついては、県内企業のＣ等級業者の確保・拡大のため、総合評価項目の地域精通度・

貢献度に「県内における本店の有無」を追加され、「県内に本店を有する企業」として

発注していただけるように検討をお願いします。
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　当協会では、建設労働災害の撲滅並びに建設工事現場において不幸にも殉職された方の御霊を慰霊する

ため、10月28日（木）午前11時より、岡山市中区にある建設事業殉職者慰霊碑前で、岡山縣護國神社の

河野宮司を斎主として、令和３年度（第53回）建設事業殉職者慰霊祭を執り行いました。

　今年度は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大を防止するため規模を縮小して行い、正副会長が646

柱の御霊に対し、玉串を捧げてご冥福をお祈りするとともに、建設現場における労働災害の根絶を改めて

お誓いいたしました。

祭詞を読み上げる荒木会長

建設事業殉職者慰霊碑

  令和３年度（第53回）
建設事業殉職者慰霊祭



98

景況レポート（７月～９月）
西日本建設業保証㈱岡山支店

岡山県下建設業

建設業景況調査とは
・「建設業の景況調査」は、建設業の景気の現況と先行きを総合的に迅速かつ的確に把握することを

目的としています。
・「建設業景況調査結果」は、建設企業に対して実施した景気等に関する意識調査の結果を集計した

ものです。
・調査時期は、毎年３、６、９、12月です。
　　例：６月調査の場合、今期実績は４～６月、来期見通しは７～９月分です。
・データは「全国版」と「西日本各ブロック版（近畿・中国・四国・九州）があります。
・全国版は、北海道建設業信用保証㈱、東日本建設業保証㈱と西日本建設業保証㈱３社による合同

調査です。
B.S.I.について
　＜B.S.I.とは＞
　　　景気の先行きをみる上で、企業経営者の意識調査を行うことがあります。この建設業景況調

査は、景気等に関して個々の建設企業の意識調査を行ったものです。そして、この意識調査の
結果を数値化して表したものが、B.S.I.（ビジネス・サーベイ・インデックス＝景況判断指数）です。

　＜B.S.I.の求め方＞
　　　集計結果から、以下の方法によりB.S.I.が求められます。
        【回答企業構成比】
　　　（景況調査集計）（B.S.I.集計）

　＜B.S.I.の見方＞
　　　B.S.I.は「良い」「悪い」などの変更方向別回答数の構成比から全体趨勢を判断するものです。

すべての企業が「良い」と見ている場合、B.S.I.は50、逆は△50、すべてが「変わらず」の場
合は０となります。

　＜季節調整済のB.S.I.について＞
　　　「季節調整済み」とは、季節調整法により、毎年繰り返される季節的な変動を取り除いている

ことを示します。例えば、百貨店の売上げは、社会的慣習である中元や歳暮のシーズンには前
期比で大幅に伸びますが、この伸びは景気回復によるものなのか、あるいは単に中元・歳暮と
いう季節的な変動によるものなのか、よくわかりません。そこで、景気動向の趨勢を見るため
には、この季節的変動を取り除く必要があります。このため、本調査では、このような季節的
な変動をもった調査項目は、季節調整を行って表示しています。

良　　 い
やや良い
変わらず
やや悪い
悪　　 い
合　　 計

良　　 い

変わらず

悪　　 い

合　　 計

10％
15％
45％
20％
10％

100％

25％

45％

30％

100％

B.S.I.
＝（「良い」と回答した企業割合－「悪い」と回答した
     企業割合）×1/2
＝（25 － 30）×1 ／ 2
＝△ 2.5
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　１.  概　　観

　２.  地元建設業界の景気

Ⅰ. 岡山県の状況
岡山

前期 今期 来期
項                  目 B.S.I.値 推移方向 B.S.I.値 推移方向 B.S.I.値

(前期比) (今期比)
(1) 業 況 等 ※ △ 19.0 △ 21.5 △ 20.0 

※ △ 15.0 △ 12.5 △ 13.5 
(2) 受 注 官 公 庁 工 事※ △ 14.5 △ 10.5 △ 15.0 

民 間 工 事※ △  7.0 △ 10.5 △  9.0 
(3) 資金繰り ※ △  2.0 △  6.0 △  8.0 

  0.0   4.5   3.0 
(4) 金 融 ※ △  6.0 △  4.0 △  2.0 

  0.0 △  3.5 △  3.5 
(5) 資 材 ※ △ 11.5 △ 13.0 △ 16.0 

 20.5  23.0  26.0 
(6) 労 務 ※ △ 18.0 △ 19.0 △ 20.5 

  5.5   4.0   5.5 
(7) 収 益 ※ △ 16.5 △ 11.5 △ 10.5 

       (注) ・B.S.I.値のプラスは、良い、増加、容易、上昇の傾向を示す。
            ・B.S.I.値のマイナスは、悪い、減少、困難、下降の傾向を示す。
            ・表中の※印は、季節調整項目を示す。

地元建設業界の景気
受 注 総 額

資 金 繰 り
銀 行 等 貸 出 傾 向
短 期 借 入 金
短 期 借 入 金 利
資 材 の 調 達
資 材 の 価 格
建設労働者の確保
建設労働者の賃金

地元建設業界の景気
受 注 総 額

資 金 繰 り
銀 行 等 貸 出 傾 向
短 期 借 入 金
短 期 借 入 金 利
資 材 の 調 達
資 材 の 価 格
建設労働者の確保
建設労働者の賃金

( ( ( ( ( ( ( ( ( ( ( ( ( ( ( ( ( ( ( ( ( ( ( ( ( ( ( ( ( ( ( ( ( ( ( ( ( ( ( ( (

△ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △
17 26 22 21 17 15 12 5 6 2 0 4 10 10 12 18 7 20 22 16 12 8 8 10 9 6 5 4 0 1 3 6 0 2 5 10 8 18 19 21 20
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
0 0 0 5 5 0 0 5 0 5 0 5 0 0 0 0 0 5 5 5 5 5 0 0 0 5 5 5 5 5 0 5 5 0 0 5 5 5 0 5 0) ) ) ) ) ) ) ) ) ) ) ) ) ) ) ) ) ) ) ) ) ) ) ) ) ) ) ) ) ) ) ) ) ) ) ) ) ) ) ) )

月

年

・折れ線グラフは、Ｂ.Ｓ.Ｉ.(季調済)を示す。
・棒グラフは、回答企業の構成比（％）を示す。
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　２.  地元建設業界の景気

　１.  概　　観

中国地区の状況

地元建設業界の景気等詳細につきましては、こちらからご覧ください。
https：//www.wjcs.net/keikyo/

前期 今期 来期

項                  目 B.S.I.値 推移方向 B.S.I.値 推移方向 B.S.I.値
(前期比) (今期比)

(1) 業 況 等 ※ △ 11.0 △ 16.0 △ 17.0 

※ △ 13.5 △ 14.5 △ 15.5 

(2) 受 注 官 公 庁 工 事 ※ △ 13.0 △ 14.0 △ 15.5 

民 間 工 事 ※ △ 11.0 △ 10.5 △ 14.0 

(3) 資金繰り ※   0.5   0.0 △  3.5 

  6.5   7.5   4.5 

(4) 金 融 ※ △  3.0 △  4.0 △  2.5 

△  0.5 △  1.5 △  1.0 

(5) 資 材 ※ △  6.5 △ 11.5 △ 11.5 

 18.5  20.5  22.0 

(6) 労 務 ※ △ 21.0 △ 21.5 △ 21.5 

 13.5  11.0  10.0 

(7) 収 益 ※ △ 10.5 △  9.5 △ 11.5 

       (注) ・B.S.I.値のプラスは、良い、増加、容易、上昇の傾向を示す。
            ・B.S.I.値のマイナスは、悪い、減少、困難、下降の傾向を示す。
            ・表中の※印は、季節調整項目を示す。

地元建設業界の景気

受 注 総 額

資 金 繰 り

銀 行 等 貸 出 傾 向

短 期 借 入 金

短 期 借 入 金 利

資 材 の 調 達

資 材 の 価 格

建設労働者の確保

建設労働者の賃金

地元建設業界の景気

受 注 総 額

資 金 繰 り

銀 行 等 貸 出 傾 向

短 期 借 入 金

短 期 借 入 金 利

資 材 の 調 達

資 材 の 価 格

建設労働者の確保

建設労働者の賃金

( ( ( ( ( ( ( ( ( ( ( ( ( ( ( ( ( ( ( ( ( ( ( ( ( ( ( ( ( ( ( ( ( ( ( ( ( ( ( ( (

△ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △
25 24 22 22 23 16 10 3 2 3 0 3 8 10 11 10 11 15 12 12 9 4 6 6 7 4 2 1 0 4 3 3 3 8 13 14 13 14 11 16 17
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
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月

年

・折れ線グラフは、Ｂ.Ｓ.Ｉ.(季調済)を示す。

・棒グラフは、回答企業の構成比（％）を示す。
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岡山県下公共工事の動向〈10月分〉

西日本建設業保証㈱岡山支店

Ⅰ．全般の状況 （令和３年１０月）

【 １ 】 当月の状況

【 ２ 】 累計（令和３年度４月～１０月）
１０月末累計では、件数は前年同月比で２．１％減の２，６１４件、請負金額は３．２％減の１，２１６億円

　となった。
発注者別の請負金額で見ると、「国」で１．５％増、「県」で１２．１％増、「その他の公共的団体」で３．６

　％増となったものの、「独立行政法人等」で１１．７％減、「市町村」で１１．１％減となった。

数　　件数　　件 額　金　負　請額　金　負　請

５１４件

0.6%

１，２１６億円

▲3.2%

１６０億円   ２，６１４件

▲2.1%

  3,219件 1,366億円

　2,394件   963億円平成３０年度

令和元年度 655件 244億円

498件

155億円

159億円

　１０月の岡山県下公共工事動向を当社の前払金保証取扱からみると、件数は前年同月比で０．６％増
の５１４件、請負金額は３．４％増の１６０億円となった。

　発注者別の請負金額でみると、「国」で２１．１％減、「その他の公共的団体」で５０．２％減となったもの
の、「独立行政法人等」で１９．１％増、「県」で２１．１％増、「市町村」で６．６％増となった。

増  減  率 3.4%

1,255億円令和２年度 件176,2　件115

累　　　　計

令和３年度

区　　分
当　　　　月
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Ⅱ．発注者別状況（件数・請負金額前年同月比）

金額単位／百万円

Ⅲ．地区別状況（請負金額前年同月比・構成比）

金額単位／百万円

当　　月 増減率（％）

請負金額

累　　計 増減率（％）

請負金額 件数件数件数 請負金額 件数 請負金額

区分

発注者

▲ 33.3

独法等 8 908 60.0 51 15,570 ▲ 21.5

▲ 21.1

3.6▲ 50.2 37 3,796 19.4

21.1 1,107

その他 8 626 ▲ 11.1

255

34,283 ▲ 3.8 1.217.2501,6

区分

合 計 2.3 ▲1.2 ▲326,121415

計　　　　　累月　　　　　当

3.4 2,61416,064 0.6

構成比増減率(%)

岡山地区 6,459 4.1 40.2%

地区 請負金額 増減率(%) 構成比 請負金額

2.6%

東備地区 552

倉敷地区 4,502 48.2

3.5%

2.7

49,210 17.5

▲ 51.5▲ 40.9

%0.42%0.82 29,245

40.5%

3.3%4,052

2,38882.2 2.6%

9,425

7,156 5.9%

新見地区 418

10.2%

高梁地区 527 6.7 3.3% 3,141

真庭地区

2.0%

井笠地区 1,557 ▲ 28.4 9.7% 12,417 5.3

▲ 40.9

▲ 49.9

合　　計 16,064 3.4 100.0% ▲ 3.2 100.0%

▲ 36.8

7.7%

勝英地区 483 ▲ 19.8 3.0% 4,584 ▲ 10.5

629 ▲ 10.9 3.9%

▲ 18.7 5.8%

121,623

津山地区 9.9339

3.8%

515,84676,6 1.11▲6.6 ▲1.31,2830.4市町村

県 231

▲ 11.7

136 19,457 9.7 1.5

19.1

国 12 1,749

国

10.9%
独法等

5.6%

県

38.0%

市町村

41.6%

その他

3.9%

発注者別請負金額構成比（当月）

国

16.0%

独法等

12.8%

県

28.2%

市町村

39.9%

その他

3.1%

発注者別請負金額構成比（累計）
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（建災防だより）
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（220 匁 34×85cm） 各１０本１組    

定価 ￥3,560  会員価格￥ 3,210 

№ № 

 

880440 

社名印刷(有料)１0組以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ポスター                                                 のぼり 

1                         ２                                                                                              

                                                                                                                                                         
                                                                                                              

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ワッペン(10枚 1組)     横 幕   

 

 

 

 

                                  タオル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ご注文はお早めに建災防岡山県支部へ 

ﾎﾟﾘｴｽﾃﾙ製  

（240×70cm） 

ﾋﾞﾆｰﾙ製  
（7.5×6cm）    

780430 
社名印刷(有料) 
50組以上 

ﾎﾟﾘｴｽﾃﾙ製 （70×220cm）  

880410 

880420 

（秋の嵐山） 

761950 

新型コロナウイルス感染症 

拡大防止対策ポスター 

 
883150 

社名印刷(有料)各 50枚以上 

760301 井
い

頭
がしら

 愛
まな

海
み

(着物) 760302 富嶽
ふ が く

三十六景
さんじゅうろくけい

 本所
ほんじょ

立川
たてかわ

 

社名印刷(有料) 
各 5枚以上 

B２判（73×52cm）定価 各￥2２0 会員価格 各￥2０0 

定価 各￥1,780 会員価格 各￥1,600 

880411 
（年末年始） 

定価 各￥1,780 会員価格 各￥1,600 

B２判（73×52cm） 

定価 ￥2２0 会員価格 ￥2０0 

ﾎﾟﾘｴｽﾃﾙ製 （240×70cm） 

定価 各￥1,780 会員価格 各￥1,600 

社名印刷(有料) 
各 5枚以上 

社名印刷(有料)各 50枚以上 

定価 ￥960  

会員価格 ￥860 

※詳しくしくは建設の安全 10 月号をご覧下さい。 

783110 

新型コロナウイルス感染症 

対策実施中ワッペン 

 

新型コロナウイルス感染症 

防止のぼり 

 

144010 

新型コロナウイルス感染症拡大防止 

チェックリスト(現場管理者用) 

883140 

ビニール製 5 枚 1 組 

（7.5×6cm） 

定価 ￥510  

会員価格 ￥460 

A4 判 表面 PP 貼(ﾏｯﾄ加工) 

定価 ￥60  

会員価格 ￥50 

新型コロナウイルス 

感染症対策実施中 

感染症ﾘｽｸ回避 

社名印刷対象外 
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（建退共だより）

建設業退職金共済制度普及功労者表彰について

独立行政法人勤労者退職金共済機構
　建 退 共 岡 山 県 支 部 
http://okayama-kentaikyo.jp/

　独立行政法人勤労者退職金共済機構では、10月の「建設業退職金共済制度加入促進月間」にあわせて、長年に
わたり建設業退職金共済制度の普及・拡大、適正な履行の確保の推進に尽力し、建設労働者の福祉の増進に寄与
した事業所に対し、理事長表彰を行っています。
　今年度、岡山県内からは次の２事業所が受賞され、10月21日(木)に表彰伝達式を行いました。

河原建設工業株式会社 様（岡山市北区立田54-3）　　志田工業株式会社 様（真庭市上水田2461）

受賞された事業所
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（法律相談コーナー）

第137回　建設業と下請法
●相談内容●
　　建設業には下請法の適用がないという話を聞いたことがありますが、逆に、建設業にも下請法の適用がある
　という話も聞いたことがあります。
　　いったいどちらなのでしょうか。

下請法とは
　様々な分野の取引において、親事業者が下請事業者に業務を委託すること

（下請取引）が行われています。このような下請取引においては、親事業者が

下請事業者よりも優位な立場にあることが多く、親事業者の都合によって下請

代金の支払が遅れたり下請代金が引き下げられたりすることがあります。

　このような親事業者の優越的な地位の濫用を規制し、下請事業者の利益を

保護する法律が下請法（下請代金支払遅延等防止法）です。

下請法の適用対象となる取引
　下請法の適用対象となる取引は、①製造委託（物品の製造や加工の委託）、

②修理委託（物品の修理の委託）、③情報成果物作成委託（ソフトウェアや

映像コンテンツ等の作成の委託）、④役務提供委託（運送やメンテナンス業務等

の委託）の４類型に限られています。

　これらの４類型に建設工事は含まれていません。つまり、建設工事は下請法

の適用対象となる取引ではありません。その意味で、「建設工事には下請法の

適用がない」というのは正しいのです。

建設業が下請法の適用対象となる場合
　しかし、「建設業には下請法の適用がない」というわけではありません。

例えば、建設業者が他の事業者に設計図の作成を委託する場合、③情報成果

物作成委託にあたる可能性があります。また、建設業者が他の事業者に建設

資材の製造を委託する場合、①製造委託にあたる可能性があります。

　つまり、下請法が適用されるかどうかは業種で決まるのではなく、委託の

内容で決まるのです。したがって、「建設工事には下請法の適用はないが、

建設業に下請法の適用がないわけではない」ということになります。

建設業法の規定にも注意
　また、建設業法に下請法と同様の規定があることにも注意が必要です。例えば、

建設業法には不当に低い請負代金を禁止したり、不当な使用資材等の購入強制

を禁止したりする規定がありますが、下請法にも同様の規定があります。

　したがって、下請法の適用があるかどうかという点はもちろんですが、建設

業法に抵触するおそれのある行為をしていないかという点にも十分に注意する

必要があります。下請法も建設業法もなかなか複雑な内容ですから、ガイド

ラインやガイドブックを活用するほか、弁護士等の専門家に相談することを

お勧めします。

〇回　　答〇

弁護士　小林裕彦
（岡山弁護士会所属）

昭和59年一橋大学法学部卒業後労
働省（現厚生労働省）入省。平成元
年司法試験合格。平成４年弁護士
登録。会社顧問業務、企業法務、訴
訟関係業務、行政関係業務、破産
管財人、民事再生監督委員、地方自
治体包括外部監査業務などを主に
取り扱う。

・・・

・・・
・・・・

・・・・
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（建設業福祉共済団からのお知らせ）

URL:https://www.kyousaidan.or.jp/
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（建設業総合補償制度のご案内）
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（岡山県からのお知らせ）

高齢者交通安全県民運動高齢者交通安全県民運動
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3.10.14
3.10.18
3.10.21
3.10.28
3.10.28

令和３年度建設業協会中国ブロック協議会意見交換会
監査
正副会長会
令和３年度（第53回）建設事業殉職者慰霊祭
理事会

一般社団法人 岡山県建設業協会　　〒700-0827　岡山市北区平和町５番 10号
　TEL（086）225 - 4131　                           　　  URL : http://www.okakenkyo.jp

　FAX（086）225 - 5388　                           　　  E-mail : info@okakenkyo.jp

　　　　

発行

協　会　日　誌

3.10. 7～8
3.10.18
3.10.27
3.10.29
3.10.29

全国建設業労働災害防止大会（国立京都国際会館）
監査
岡山地区安全指導者協議会臨時総会
全国支部事務局長会議（リモート）
岡山労働災害防止対策推進会議（幹事会）

建 災 防 日 誌


